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【背景】 

近年、豪雨の激甚化により、土砂・洪水氾濫による被害が頻発し、深刻化している。豪雨時の

山地流域で斜面崩壊等により発生する土砂は河床の土砂に比べて一般に相当程度細かく、土砂・

洪水氾濫被害を引き起こす土砂は粒径 1cm 以下の細粒土砂が占める割合が大きい。また、斜面

崩壊等による土砂生産は河川流量等の流水の土砂を運搬する能力に依存せず河川に供給され

る。そこで、山地流域内に広く分布する掃流状集合流動区間の斜面崩壊等により大量に供給さ

れた細粒土砂の動態を把握・予測することが土砂・洪水氾濫対策を検討するために必要不可欠

である。しかし、従来の掃流状集合流動区間の土砂動態に関する研究は石礫の挙動に着目した

ものが大半で、細粒土砂の挙動に着目した研究は少なく、解析手法も定まっていない。 

【目的・目標】 

（FS 研究）まず、FS 研究として、斜面からの土砂供給が大きな影響を及ぼした実際の土砂流出

現象に対して、既往の理論に基づく、豪雨時の河床変動量、流出土砂量に関する再現計算を試

み、既往の理論・手法の適用範囲及び精度を明らかにする。 

（一般研究）一般研究では、FS 研究の成果を踏まえて、水路実験及び数値解析により掃流状集

合流動区間における大量な細粒土砂が存在する場合の流砂のプロセスの理解を進め、数値解析

に当該プロセスを組み込むことにより、流域の特性を考慮した土砂・洪水氾濫対策検討に実装

可能な土砂動態の解析手法の提案を目的とする。 



 

⑥研究成果 

（具体的にかつ明確に記入下さい。4ページ程度。） 

【FS研究】 

FS研究では、土砂・洪水氾濫対策検討に実装可能な大量の細粒土砂の挙動を考慮した掃流

状集合流動区間の土砂動態の解析手法の提案の第１段階として既往の理論・手法の適用範囲

及び精度を明らかにすること、更なる検討が必要なプロセス（素過程）を抽出することを目

的とし、以下の２項目について実施した。 
1． 既往研究の整理とプログラムの作成 
2． 大規模土砂生産・流出現象の再現計算と感度分析 

 以下ではそれぞれの成果について述べる。 

１．既往研究の整理とプログラムの作成 

FS研究では、主として掃流状集合流動を対象とした水路実験に関する国内外の研究事例

について収集分析した。収集した文献は、水工学論文集、砂防学会誌、京都大学防災研究所

年報、土木学会論文集、Journal of Hydraulic Engineering、Journal of Geophysical Research,等に

掲載されているもので、発表時期は1980年代から2010年代である。 
文献整理・分析の結果、掃流状集合流動に関する流砂の動態については、かなりの知

見の蓄積があるものの、①細粒土砂の液相化する条件、②砂礫移動層と水流層間の土

砂の交換、③液相化した細粒土砂の河床との交換、④液相化した細粒土砂の流れへの

影響評価については、既往の検討が不十分であると考えられた（図1参照）。その上

で、既往の水路実験、理論的な研究に基づき実証されてきたプロセスをモデル化しつ

つ、①～④のプロセスは図1の仮定A～Dのように仮定し、便宜的に取扱い河床変動計

算プログラムを作

成した。 

２．大規模土砂流出現

象の再現計算と感度

分析 

FS研究では、土砂生

産プロセスの異なる2
つの事例を対象とし、

再現計算を実施した。

1つ目は、富士川砂防

事務所管内の春木川

流域の2011年台風6、

12、15号および2012年

台風4号の4台風によ

る土砂流出である。こ

こでは、大規模崩壊地

からの継続的な土砂

流出現象を対象とし

た。2つ目は、九州筑

後川流域の赤谷川流

域における2017年の

九州北部豪雨による

土砂流出である。ここ

では、新規崩壊による

土砂生産・流出現象を

対象とした（図2参

照）。 

図1 文献レビュー結果と試作プログラムの概要 
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図2 春木川と乙石川（地理院地図より作成）の土砂流出状況と粒度分布  



 

作成したプログラムを用いて、春木川で生じた土砂流出現象について再現計算を行った、

春木川では、生産土砂の粒径は比較的粗く、河床材料との粒径分布の違いが小さかった（図

2）。このとき、細粒土砂の液相化の影響を考慮せずに土砂動態は概ね再現できた（図 5b参照）。 

一方、新規崩壊により大量な細粒分を含む土砂の生産（図 2 参照）が生じた乙石川の再現

計算では、考えうる範囲で入力条件の感度分析をしたものの、細粒土砂の液相化を考慮しな

いと土砂流出現象を再現は困難であった（図 4b 参照）。一方、細粒土砂の液相化を考慮する

ことによって土砂流出現象を概ね再現できた。しかし、一部の係数を実績に合わせて決定す

る必要があった。すなわち、粒径が細かい土砂による土砂・洪水氾濫現象については、1の①

～④の素過程の取扱いが計算結果に及ぼす影響を検証し、影響の大きい素過程の把握した上

で解析手法を提案することの重要性を示した。 

【一般研究】 

 ３．既往水路実験に関する数値解析 
  ここでは、FS研究で作成した数値解析プログラム

を検証すために富士川砂防事務所で以前実施され

た混合粒径の水路実験の結果を収集し、解析できる

ようにデータ整理を行った。当該実験では、4種類の

混合粒径の土砂をホッパーから定常的に供給し、平

衡状態の河床勾配を計測している。ホッパーからの

土砂供給速度を変化させることにより、土砂濃度を

変化させ、土砂濃度と平衡勾配の関係を計測してい

る。すなわち、粒度分布が異なる土砂ごとの土砂濃

度（輸送濃度）と平衡勾配の関係が実験により得ら

れている。 
ここでは、作成したプログラムのうち、「摩擦速

度と沈降速度の比で液相化する粒径を設定」（図1の
仮定B）および「水流層中の浮遊砂と砂礫移動層中で

液相化した土砂の濃度から間隙流体の比重を求め、

砂礫層移動層中の粗粒土砂の平衡濃度を既往の実験

式より算出」（図1の仮定D）の2つの取扱いの妥当性

について、水路実験を対象とする再現計算から検討

した。閾値とする摩擦速度と沈降速度の比を3とした

ときの計算結果と実験結果を図3に示す。図に示す通

り、土砂濃度、土砂の粒度分布に関わらず、一定の閾

値で実験結果を概ね再現できた。また、感度分析の

結果、仮定Dの影響は小さかった。以上より、仮定B、
Dは少なくとも本水路実験の範囲では妥当であるこ

とを確認した。 
４．大規模土砂流出現象に関する数値解析 
ここでは、FS研究に引き続き春木川、乙石川の土

砂流出現象（図2）を対象に研究を実施した。 
(1) 乙石川の再現計算 

FS研究の結果、乙石川では、細粒土砂の液相化を

考慮しないと、供給土砂の粒度分布を実測の粒度分

布より相当小さく設定した場合であっても、流出土

砂量を再現することができなかった、そこで、ここ

では、FS研究で明らかになった課題のうち、「土砂

の砂礫移動層と水流層の交換」（図1の課題①）、

「細粒土砂の液相化する条件」（図1の課題②）に

 
図3 実験結果と計算結果の比較 

図4 乙石川の再現計算： 



 

ついて検討を行った。   

前節の水路実験の再現計算と同様に、摩擦速度に対する沈降速度の比が3以上の土砂が

液相化すると仮定した計算を実施した。まず、水流層中の浮遊する土砂を表現するにあたり、

水流層底部の濃度の平衡濃度の算出に浮遊砂の基準面濃度の理論を適用し（図1の仮定A1）、

水流層中の土砂は河床面と直接交換すると仮定した（図1の仮定A2）。その結果、通過土砂量

は下流端で実績の約半分程度になった（図4c）。そこで、水流層底部の濃度を砂礫移動層の濃

度と等しいと仮定（仮定A1の変更）した。このケースでは、仮定A1を用いたケースに比べ、

流出土砂量は50％程度増加したものの、実績よりは小さかった（図4d）。 
そこで、砂礫移動層に一定の厚みがある掃流状集合流動においては、水流層中の土砂は砂

礫移動層中の土砂と交換し、砂礫移動層中の土砂が河床と交換すると仮定し（仮定A2の変更）、

プログラムを変更した。その結果、通過土砂量は前の2ケースに比べて増加し、実績の流出土

砂量に比べて8割程度の計算結果となり、実績の流出土砂量を概ね再現できた（図4e）、 
(2) 春木川の再現計算 

FS研究の結果、春木川では、細粒土砂の液相化を考慮しなくとも流出土砂量、河床変動量

が概ね再現できた（図5b）。一方

で、細粒土砂の液相化を考慮せず

とも概ね流出土砂を再現できる

春木川の土砂流出現象に対して、

細粒土砂の液相化を考慮すると

かえって流出土砂量が過大評価

になることが懸念される。 
そこで、本研究では、水路実験

や乙石川の再現計算で比較的再

現性が良かった条件と概ね同様

の条件で細粒土砂の液相化を評

価し、流出土砂量の再現性を確認

する計算を実施した。その結果、

摩擦速度に対する沈降速度の比

が2～4以上の土砂が液相化する

と仮定した計算では、全体的に流

出土砂量は増加したものの、影響

は比較的小さく、計算区間の下流

端付近において、計算と実績の流

出土砂量の違いは2割程度であっ

た（図5c、d）。乙石川では、細粒

土砂の液相化の有無によって、流

出土砂量が倍半分違ったの対し、春木川では影響が相対的に小さかった。また、計算結果を

詳しく見ると、細粒土砂の液相化を考慮すると、砂礫移動層中を液相化して流出する土砂量

は顕著に増加するものの、水流層中を浮遊して流出する土砂量、砂礫移動層中を層流状に流

下する土砂量が減少した結果、細粒土砂の液相化の有無による流出土砂量への影響が比較的

小さくなっていた（図5c、d）。 

５．掃流状集合流動区間における細粒土砂の挙動に関する水路実験 

(1) 非接触の土砂濃度計測手法の開発 

本研究では、土石流や掃流状集合流動に関する水路実験を想定し、非接触で高い時空間分

解能を有するデータの取得が期待される画像解析による土砂濃度の推定手法の有効性につい

て検討した。本研究では水槽を用意し、水槽中の土砂濃度が一様になるように調整し、側面か

ら画像を撮影した。水槽の奥行は10 cmであり、水槽の背面には青色の画用紙を張り付けた。

 
図5 春木川の再現計算 

 



 

実験に用いた土砂は粒径 2 mmおよび0.2 
mmの2種類、色は白と赤の2種類とした。

また、照明を画像撮影用のカメラと同じ側

に設置した。 
この実験から、土砂濃度の増加に伴う画

素値の平均値の変化について、  
1) 背景が土粒子に遮蔽される範囲が

拡大するため、画像の画素値の平均

は背景の画素値から、土粒子の画素

値に近づくように変化する、 
2）光が強く当たる手前にある土粒子が

画像上に写るようになるため、土粒

子の平均的な画素値は高くなる 
と考えられた。そこで、水槽内で土粒子は、

ランダムに分布していると仮定した上で、土砂濃度と

画素値の関係を理論的に導き、実験結果と比較した。

ここで、1)の土砂による光の消散・散乱を、a.一度の消

散を評価したモデル、b.多重散乱を評価したモデルの

2つ手法で評価し、画素値から土砂濃度を推定する手

法を提案した。a.では、光の消散に関わる係数を実験

から同定する必要があるものの、いずれの手法であっ

ても画素値が飽和するまでの領域においては、一定の

精度で画像から非接触で土砂濃度を計測できること

を確認した（図6）。さらに、画素値が飽和する土砂濃

度は、粒径と水路（水槽）の奥行の比で評価可能であ

ることを示し、粒径が細かいほど、奥行きが長いほど

飽和しやすいことを理論と実験から確認した。 
(2) 提案手法を用いた水路実験の実施 

本研究では、小型の水路実験を実施し、新たに提案した画像から濃度を推定する手法を適

用して掃流状集合流動時の土砂濃度の鉛直分布を計測した（図7）。はじめに、手法の妥当性

を検証すらために、流れ全体の実測の輸送濃度と画像から求まる平均濃度の関係を検討し、

提案手法の妥当性を確認した。 
その上で、実験映像の解析から、砂礫移動層の土砂濃度は鉛直方向に倍半分程度の違いが

ある場合があるものの、河床近傍、砂礫移動層と水流層の境界付近を除き、概ね一様であり、

従来の数値解析の仮定を支持するものであることを示した。一方で、勾配、供給水量が同じ条

件で土砂の供給量を増加させると、掃流状集合流動における砂礫移動層中の土砂濃度は変化

した。流れ全体の土砂濃度が約3倍になると、砂礫移動中の土砂濃度は約2倍になった。この結

果から、数値解析で砂礫移動層中の土砂濃度は掃流状集合流動の場合、流れの条件によらず

一定と仮定することが多いが、条件によって砂礫移動層中の土砂濃度を変化させることが必

要である可能性が考えられた。また、同手法を用いて実験を実施することで、掃流状集合流動

区間の土砂動態に関する知見が蓄積されることが期待される。 
６．まとめ 

  本研究では、土砂・洪水氾濫の被害推定などを念頭に掃流状集合流動区間の土砂動態の解

析手法について、既往研究のレビュー、数値計算プログラムの作成、水路実験・大規模土砂流

出事例の再現計算・感度分析、新たな実験手法の提案・実験の実施を行い、一定程度の精度で

実現象を再現する解析手法を提案することができた。また、解析上、留意すべきプロセスにつ

いても明確にした。これらのプロセスの一部は今後も本研究で提案した実験手法を活用する

などし、明らかにしていく必要がある。 

 
図6 土砂濃度Cと土砂と背景の画素値により正

規化された画素値の関係：dは粒径とDは水槽の

奥行、プロットは実験結果、線は多重散乱モデル

による提案した濃度推定手法に基づく理論線 
 

 
図7 水路実験による土砂濃度の鉛

直分布推定例 
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研究成果でも述べたように、掃流状集合流動区間の土砂動態解析にあたっては未解明なプロセ

スも少なくない（図１参照）。一方で、気候変動等による土砂・洪水氾濫の被害の激甚化はすで

に顕在化しつつある。そこで、現象の解明と技術の社会実装を並行して進めていくことが望まし

いと考える。社会実装の際に、解析上の課題が残されていることを踏まえつつ、解析手法の見直

し、現地データの取得を当面継続的に実施していく必要があると思料する。一方で、本研究で提

案した新たな実験手法や解析手法を用いた研究を継続的に実施することで、未解明なプロセスの

解明につながっていくことが期待できると考えられる。 
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検討成果を実際の対策への活用という視点から、本成果の活用方法や解析上の留意点につ

いて、整理を行った。整理にあたっては、近年の全国的な土砂・洪水氾濫の事例の分析および

富士川砂防事務所管内の早川・釜無川の災害事例を分析に基づき整理した。 
その結果、早川・釜無川においては、 
① 大規模崩壊地などからの継続的な粗い粒径の土砂流出 
② 新規崩壊の多発などによる大量な細粒土砂も含む土砂の流出 

の2つの現象の発生が想定されると考え、活用方法・留意点を整理した。 
具体的には、本研究に基づくと、いずれの現象に対しても数値解析に基づく砂防計

画等の検討は可能であり、今後推進していくことが望ましいと考える。その上で、検

討を進めるにあたっては、  
・対象とする現象を踏まえた解析手法・条件の設定  
・対象とする現象の土砂生産源を把握し粒径分布の調査の実施  
・計算で評価が困難な現象（急勾配区間の再侵食など）に留意した解析の実施。  

が望ましいと考えられる。  
 

 

 

 
 
 

 


